
戸田建設株式会社
技術開発センター 環境創造ユニット

マネージャー 村江 行忠

・室内環境・省エネルギー（建築設備）に関する研究開発に従事

戸田建設のグリーン社会に関する取り組み事例
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出典)気象庁HPより(https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html)

温暖化･異常気象の激甚化の原因はCO2を
主とする温室効果ガスが原因と考えられている

日本では100年あたり
1.26℃のペースで上昇

日本でも気候変動リスクが顕在化 ～異常気象による災害が頻発～

日本の年平均気温偏差

写真:朝日新聞
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脱炭素社会の実現と当社への財務的影響の分析

地球の平均気温が2℃未満の上昇に収まった場合と、4℃まで上昇した場合の財務インパク
トを分析。脱炭素社会を目指すことが当社の利益増にも寄与することを確認

2℃未満シナリオにおける当社への財務的影響 (2030年)

4℃シナリオにおける当社への財務的影響 (2030年)

営業利益
増加

営業利益
減少

【参考】シナリオ分析の結果は,コーポレートレポート2020 P.3,4,53,54掲載

シナリオ分析 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

 再エネ電力のニーズが高まり、再エネ発電所建設
工事の発注が増加

 ZEB建築が普及し、売上高の増加が見込まれる
一方、ZEB技術力、設計・施工実績による受注
競争が激化

 炭素税の増税により資材・燃料調達費が増加

 建設事業において、夏季の工事効率低下により
工期が長期化し利益率が低下

 異常気象の激甚化が進行することで不動産事業
において物理的リスクが増加

 物理的リスクの顕在化や対策への機運の高まりに
より防災・減災工事の発注が増加

2℃未満シナリオ

4℃シナリオ



戸田建設の環境課題への取り組みの歩み

2050年の社会課題

•気候変動 +2℃
•世界人口の増加
•日本人口の減少
ー 65歳以上が人口の1/3

•食料不足
－ 不足率30～40％

•水不足
－ 不足率40～80％

•モンスター台風
•海水面上昇
•利用国土の減少
•屋外稼働日数の減少
•カーボンプライシング
•財政問題
•インフラ老朽化

エネルギー・情報マネジメント事業

再生エネルギー事業

社会課題解決への取り組み

社会貢献活動・法令順守 社会課題解決 社会課題解決＋ビジネスモデル

1994 2000 10 11 16 17 18 19 21 30 40 ビジョンの実現

戸田地球環境憲章制定

エコ・ファースト企業認定

環境最先端テナントビルTODA BUILDING青山竣工
CDP 気候変動A List
に選出 （2016,18,19,20,21）

SBT認定

グリーンボンドによる資金調達
（本業プロジェクトでは国内初）

浮体式洋上風力発電施設の
国内初の商用運転を開始

RE100加盟

低炭素施工システム
TO-MINICA発表

ZEB施設の竣工

TCFDへの賛同
環境保全推進委員会活動開始

工事用電力で
100%再エネを使用

（超大型建築作業所では日本初）

日本の建設業初の
廃棄物ゼロエミッション

ESG・SDGs経営

価値創造・継続進化

グローバリゼーション
ブランディング

イノベーション推進

ブランド価値資産

中期経営計画2024（基本方針）

2002年 戸田地球環境賞制定
（現：戸田環境・社会貢献賞）

1998年 環境保全活動報告書発行
（現：コーポレートレポート）

筑波技術研究所に
環境技術実証棟竣工

（2017）

（2013）

1999年 ISO14001認証取得  SDGs、ESG、エコファースト、
サーキュラーエコノミー活動

 森林・農業・地球振興への
取り組み

 生活・事業の脱炭素化、プラス
チック適正処理化

 ZEB、コンパクトシティ、強靭化、
BCP、海洋技術

 生産性、安全性、安心、自己実現、
多様性

 太陽光、地熱、バイオマス、水力他

 着床式洋上有力

 浮体式洋上風力
10MW
1万基
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サプライチェーン全体でのGHG排出（戸田建設の場合）

P.14

サプライヤーの
生産活動

調達
物流

燃料製造等

出荷
物流

流通
販売

廃棄物
処理

加工
製品
使用

製品
廃棄

資本財 出張 通勤
リース
（借）

リース
（貸）

フランチャイズ 投資

Scope1+2カテ4 カテ4カテ1

カテ3 カテ5

カテ9 カテ10 カテ11 カテ12

カテ2 カテ6 カテ7 カテ8 カテ13 カテ14 カテ15

ストック ヒトの流れ 不動産 フランチャイズ 投資

その他、事業を支える活動

●上図は概念図であり、カテゴリ名等は正式名称ではない

■ 作業所
工事用燃料/電力
(事務所含む)

■ オフィス等
社屋･営業所･技研･
等の燃料/電力

施工前の工程 施工後現場･ｵﾌｨｽ

約145万トン 約1.1万トン

：当社算出対象

：対象外

【凡例】

約1.1万トン

約360万トン 約2.8万トン

約0.8万トン
約7.9万トン

約8.7万トン 約0.15万トン 約0.1万トン

仮に5,000円/t-CO2を乗じている
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Input Output事業活動



6

当社のスコープ1,2,3の中では,
スコープ3のカテゴリー1,カテゴリー11が約95%を占める

GHG排出の内訳～スコープ3(カテゴリー1,11)が圧倒的に多い～

スコープ3合計：約520万 t-CO2e

スコープ3

カテゴリ11:
施工した建物の運用期間中の排出
（建物で消費されるエネルギー）

カテゴリ1:
建設資材製造時の排出

カテゴリー1,11以外 スコープ1
スコープ2

スコープ3カテゴリ （t-CO2e）
1 購入した製品･サービス 1,465,732 約28%
2 資本財 87,756 約1.7%

3 スコープ1,2に含まれない
燃料及びエネルギー活動 11,802 <1%

4 輸送、配送(上流) 12,772 <1%
5 事業から出る廃棄物 8,281 <1%
6 出張 531 <0.1%
7 雇用者の通勤 1,052 <0.1%
8 リース資産(上流) 対象外 －
9 輸送、配送(下流) 対象外 ー
10 販売した製品の加工 対象外 ー
11 販売した製品の使用 3,593,271 約69%
12 販売した製品の廃棄 28,568 <1%
13 リース資産(下流) 1,100 <0.1%
14 フランチャイズ 対象外 ー
15 投資 対象外 ー

スコープ3計 約520万 100%
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Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼ぶ。
快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロに
することを目指した建物のこと。

ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）の建設

• 2019年 ZEB（nZEB）竣工
• 2021年 カーボンマイナス建築物竣工
• 2030年 新築建物はすべてZEB

『ZEB』(nZEB) Nearly ZEB ZEB Ready ZEB Oriented

エネルギー消
費量の収支を
ゼロの建物
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ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）～カーボンマイナスへ
戸田建設 筑波技術研究所 グリーンオフィス棟（2021年7月運用開始）

BELS認証
『ZEB』

CASBEE認証
（Sランク）

環境省促進事業
（補助金）

WELL認証
Platinum（予定）



屋外センサー太陽光発電

屋上緑化
雨水利用

自然換気

タスクアンビエント

サーカディアン照明

防眩制御
ブラインド

捕風ルーバー

ソーラー
チムニー

バイオフィリック

高断熱
ガラス

地域性在来植物ビオトープ

木質
内装

壁面緑化ユニット

軽量天井材

木製ルーバー
（伐採樹木）

傾斜天井

画像認識日射遮蔽

調光ガラス

薄型断熱材

AI制御

室内センサー

グリーン
ロッジア

免震層

事務室

事務室

曲面天井

潜熱顕分離空調

地中熱利用

低炭素型ｺﾝｸﾘｰﾄ

室内センサー
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【ZEBの考え方】
（設計時、運用エネルギーに基づく）

【カーボンマイナスの考え方】
（実運用に基づくライフサイクル）

『ZEB』

カーボンマイナス

基準
建物

ZEB
認証

グリーンオフィス棟の技術とZEB・カーボンマイナス



• メガソーラー発電所を発電事業者として運営 21.6MW
• 国内初海に浮かぶ風力発電所の建設と事業化
• 水素を燃料とした船の開発

再生可能
エネルギー事業

半潜水型スパッド台船「FLOAT RAISER」

再生可能エネルギー事業への注力
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名 称：「はえんかぜ」
設置場所：長崎県五島市福江島
形状寸法：全長172m

浮体直径最大7.8m
ローター直径80m

重 量：約3,400ton
最大出力：2MW（2,000kW）
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浮体式洋上風力１万基設置プロジェクト

日本の浮体式洋上風力発電のポテンシャル 日本の排他的経済水域（EEZ）

※海上保安庁HP
日本の領海等概念図より

浮体式洋上風力発電所の建設
2040年までに1万基、2050年までに2万基
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• 農業6次産業化を軸とした地域社会の未来づくりに参画
• 農業に挑む実証施設「TODA農房」を整備
• IoTを活かしたスマートで事業性に富んだ農業モデルの推進

飢餓(食料の安定確保など)や、まちづくりに関する課題について、当社は農業6次産業化を
軸とした農業の生産性向上や、地域社会の未来づくりに取り組んでいる。

農業6次産業
化への挑戦

農業の6次産業化
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13文明が生き残ろうとするなら、自然の資本ではなく利息で生きなければならない。

— Ronald Wright
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